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４ 行政コスト計算書

収益

行政サービスの提供に要したコストの財源を表し

ます。

当期収支差額

行政コスト計算書の収益と費用の差額を表します。特別収益

固定資産の受贈益・売却益や災害復旧費に係る国庫

補助金など、特別な事情や臨時に発生する収益を計上

しています。

経常収益

通常の行政活動による収益です。

（単位：億円）

2021年度 2020年度 増減

経常収益 32,457 28,066 4,391

地方税 11,930 11,614 316

地方消費税清算金 3,504 3,197 306

地方譲与税等 1,333 1,202 131

地方交付税 1,774 977 797

分担金及び負担金 2,020 2,072 △ 52

使用料及び手数料 497 497 0

国庫支出金 9,151 6,468 2,683

交付金等（特別会計） 1,772 1,688 84

受取利息及び配当金 23 26 △ 2

その他経常収益 452 325 127

経常費用 31,726 27,974 3,752

県税清算金及び交付金 5,238 4,905 333

給与関係費 5,159 5,184 △ 25

物件費 1,610 1,284 326

修繕費 251 251 △ 1

社会保障給付費 221 221 △ 1

補助金等 16,511 13,227 3,283

繰出金 147 145 2

減価償却費 1,430 1,477 △ 47

引当金繰入額等 780 853 △ 73

支払利息及び手数料 381 427 △ 46

その他経常費用 0 0 0

経常収支差額 731 92 639

特別収益 30 32 △ 1

特別費用 56 60 △ 4

特別収支差額 △ 26 △ 28 2

収益（経常+特別） 32,487 28,098 4,389

費用（経常+特別） 31,782 28,034 3,748

当期収支差額 705 64 641

自　2021年4月 1日

至　2022年3月31日

科目

その他経常収益 452 億円

宝くじ事業収益、財産の貸付に係る収入、寄附金によ

る収入、県税に関する延滞金や加算金など上記のいずれ

にも属さないその他の経常収益です。

地方税 1 兆 1,930 億円

県民税、事業税、自動車税など県税による収入です。

地方消費税清算金 3,504 億円

地方消費税の都道府県間清算による収入です。

地方譲与税等 1,333 億円

地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付

金による国からの収入です。

分担金及び負担金 2,020 億円

国民健康保険事業や道路・橋りょう、河川工事等に係

る市町村等からの分担金・負担金収入です。

使用料及び手数料 497 億円

施設の使用料や各種申請手数料などの収入です。

国庫支出金 9,151 億円

国庫負担金、国庫補助金、委託金などの国からの収入

です。

受取利息及び配当金 23 億円

基金の運用利息など利息や配当金の受取収入です。

地方交付税 1,774 億円

地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、すべての地

方公共団体が一定の水準を維持しうるよう財源を保障す

る地方交付税による収入です。

経常費用

通常の行政活動に伴い発生した費用です。

費用

行政サービスの提供に要したコストを表します。

特別費用

固定資産の除売却損、災害復旧費や投資及び出資金の評

価損など、特別な事情や臨時に発生する費用を計上してい

ます。

現金の支出を伴わない費用を含むフルコスト

情報について

官庁会計では、現金の出入りしか記録しま

せんので、例えば、県立学校を新設したよう

な場合、工事費を支払った年度にのみ、支出

が記録されます。

これに対し、発生主義に基づく新公会計制

度においては、工事費を支払った年度に全額

を費用計上するのではなく、取得した建物な

どの償却資産の耐用年数にわたって各年度に

費用を配分します。

また、貸倒引当金や賞与引当金などの引当

金を貸借対照表に計上する際には、現金の支

出はありませんが、当期に発生した費用を認

識して、引当金繰入額として費用を計上しま

す。

新公会計制度の導入により、こうした現金

の支出を伴わない費用を含めたフルコスト情

報を明らかにできるようになりました。

解説

減価償却イメージ

取得 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

資産額

減価償却費

耐用年数5年の償却資産に係る減価償却費

の計上と資産価値の減少の例

県税清算金及び交付金 5,238 億円

地方消費税の都道府県間清算による支出や市町村への地

方消費税交付金等です。

給与関係費 5,159 億円

職員の給与や共済費等の人件費です。

物件費 1,610 億円

旅費交通費、消耗品費、光熱水費、通信運搬費、保守管

理費、業務委託費、賃借料等の支出です。

修繕費 251 億円

建物、工作物等の修繕に係る支出です。

社会保障給付費 221 億円

被扶助者に対して給付を行う生活保護費や児童手当など

の支出です。

補助金等 1 兆 6,511 億円

市町村や団体等に対する負担金、補助金、交付金等です。

繰出金 147 億円

公営企業会計に対する繰出金です。

減価償却費 1,430 億円（現金の支出を伴わない費用）

貸借対照表に計上した固定資産の減価償却費です。

支払利息及び手数料 381 億円

地方債利子、地方債の発行や償還に係る手数料、基金一

時繰替利子などです。

引当金繰入額等 780 億円（現金の支出を伴わない費用）

貸倒引当金や退職手当引当金の繰入額等です。

その他経常費用

上記のいずれにも属さないその他の経常費用です。

＜参考：県民1人当たりの収益・費用＞

（2022年1月1日現在住民基本台帳人口）

＊（　）内は前年度数値を表す。

愛知県の人口 7,528,519人

収益
43万2千円

（37万2千円）

費用
42万2千円

（37万1千円）

交付金等（特別会計） 1,772 億円

国民健康保険に係る支払基金等からの交付金収入です。
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５ キャッシュ・フロー計算書

収入

支出

行政サービス活動

経常的な行政サービスを提供するため

の現金の収支、その他投資活動及び財務

活動に区分されない現金の収支を表しま

す。

地方税

地方交付税

使用料及び手数料

国庫支出金

利息・配当金の受取 など

職員給与

物件費（消耗品、一般備品の購入、委託

料等）

社会保障費

補助金

利息・手数料 など

この活動区分は、行政コスト計算書に

計上される取引に対応します。各科目の

内容は、７～８ページの記載を参照して

ください。

ただし、行政コスト計算書は発生主義

により、キャッシュ・フロー計算書は現

金主義によりそれぞれ作成しますので、

両者の金額は一致しません。

現金主義による官庁会計との表示方法の違いについて

キャッシュ・フロー計算書は、現金主義による官庁会計の現金収支を 3 つの活動区分に分けて表

したものです。

活動区分に分けることにより、現金収入が税収によるものか、地方債の発行によるものかといった

違いや、現金支出が施設の建設や改良のための投資的な支出であるのか、地方債の償還なのかといっ

た違いを一覧形式で表しています。

解説

2021年度 2020年度 増減

行政サービス活動

行政収入 32,510 27,997 4,513

地方税 11,983 11,553 431

地方消費税清算金 3,504 3,197 306

地方譲与税等 1,333 1,202 131

地方交付税 1,774 977 797

分担金及び負担金 2,019 2,072 △ 52

使用料及び手数料 498 498 △ 0

国庫支出金 9,151 6,468 2,683

交付金等（特別会計） 1,773 1,689 84

利息及び配当金 23 26 △ 2

その他行政収入 452 316 136

行政支出 30,358 26,512 3,846

県税清算金及び交付金 5,238 4,905 333

給与関係費 5,991 6,037 △ 46

物件費 1,609 1,283 326

修繕費 251 249 1

社会保障給付費 221 221 △ 1

補助金等 16,512 13,236 3,277

繰出金 147 145 2

利息及び手数料 381 427 △ 46

その他行政支出 9 9 △ 0

特別収入 6 5 1

特別支出 8 7 1

行政サービス活動収支差額 2,149 1,482 667

科　　目

自　2021年4月 1日

至　2022年3月31日

収入

支出

投資活動

固定資産の取得及び売却、基金の積立及

び取崩、貸付、出資等に係る現金の収支を

表します。

固定資産の売却

基金の取崩による収入

投資、貸付等の回収による収入 など

固定資産の形成に係る支出

基金の積立に係る支出

出資、資金の貸付に係る支出 など

収入、支出

財務活動

地方債など、外部からの資金の調達及び

その償還に係る現金の収支を表します。

県債の発行・償還、その他借入金の増減に係

るもの

この活動区分は、地方債の発行や借入な

ど、貸借対照表の負債の部に係る取引に対

応します。

この活動区分は、貸借対照表の資産の部に

係る取引に対応します。

期末現金預金残高について

前年度からの繰越金である期首現金預金残高 944 億円に当期現金預金増減額 85 億円を加えた期

末現金預金残高 1,029 億円は、官庁会計における各会計の歳入歳出差引残額（形式収支）を足し合

わせた金額と一致します。

また、期末現金預金残高 1,029 億円は、5 ページに掲載した貸借対照表の現金預金の額と一致し

ます。

解説

2021年度 2020年度 増減

投資活動

投資活動収入 3,348 3,477 △ 129

固定資産売却 52 9 43

基金取崩 1,373 1,534 △ 161

投資及び出資金回収 1 0 1

貸付金回収元金 1,921 1,933 △ 12

その他投資活動収入 0 0 0

投資活動支出 6,686 4,867 1,819

固定資産取得 1,521 1,194 327

基金積立金 3,283 1,784 1,498

投資及び出資金 58 56 2

貸付金 1,824 1,832 △ 8

その他投資活動支出 0 0 △ 0

投資活動収支差額 △ 3,338 △ 1,390 △ 1,948

財務活動

財務活動収入 6,641 5,846 795

地方債発行 6,641 5,846 795

財務活動支出 5,367 5,553 △ 187

地方債償還金 5,263 5,464 △ 201

借入金返済 23 6 17

その他財務活動支出 80 83 △ 3

財務活動収支差額 1,274 293 981

当期現金預金増減額 85 385 △ 300

期首現金預金残高 944 559 385

期末現金預金残高 1,029 944 85

科　　目

（単位：億円）
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科　　目

（単位：億円）
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純資産の変動額について

2020 年度貸借対照表における資産は 8 兆 3,081 億円、負債は 6 兆 338 億円、純資

産は 2 兆 2,743 億円でした。

これは、行政コスト計算書の当期収支差額 705 億円と有価証券評価差額金によるもの

です。

6 純資産変動計算書

開始残高相当

開始貸借対照表の資産と負債の差額です。

（評価差額金を除く）

評価差額金

有価証券及び立竹木の評価替えに伴う評価

差額金です。

純資産合計

当期末残高は、貸借対照表の純資産の額に

一致します。

剰余金

当期末残高は、行政コスト計算書の毎年の

収支差額の累積額です。

解説

相互関係イメージ（単位：億円）

（単位：億円）

有価証券
評価差額金

立竹木
評価差額金

当期首残高 20,690 2,019 3 31 22,743

当期変動額 - 705 △ 0 - 705

当期末残高 20,690 2,724 3 31 23,448

自　2021年4月 1日
至　2022年3月31日

開始残高相当 剰余金

評価差額金

純資産合計

○純資産変動計算書

705

○行政コスト計算書 ○貸借対照表

費用 収益 資産 負債

31,782 32,487 84,987 61,540

当期収支差額 純資産

705 23,448

当期末残高 23,448

開始残高相当 剰余金 評価差額金 純資産合計

当期首残高

当期変動額

７ 注記

８ 附属明細表

注記とは、財務諸表の作成に関する重要な会計方針など、財務諸表の内容を理解するために

必要な事項について説明したものです。

附属明細表は、財務諸表の内容を補足するものです。下の表は、2021 年度中における事業

用資産、インフラ資産及び物品の増減を表した附属明細表です。

このほか、「基金明細表」、「投資及び出資金明細表」、「貸付金明細表」、「未収金明細表」、

「引当金明細表」、「地方債明細表」、「債務負担行為明細表」、「行政コスト計算書の当期収支差額

とキャッシュ・フロー計算書の行政サービス活動収支差額との調整表」及び「売却可能資産明細表」を

作成しています。

重要な会計方針

一般会計特別会計各会計合算財務諸表に係る主な記載項目

・投資及び出資金の評価基準及び評価方法
・固定資産の減価償却の方法
・引当金の計上基準
・出納整理期間の取扱い　など

歳入歳出外現金の状況

偶発債務

・債務保証又は損失補償に係る債務負担行為のうち、履行すべき額が未確定なもの
・係争中の訴訟で損害賠償請求等を受けているものの中で重要なもの

2021年度中には、この純資産が705億円増加し、2021年度期末時点では2兆3,448億

円となりました。
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９ 管理事業別財務諸表の概要

愛知県では、新公会計制度を導入するにあたり、財務諸表、行政評価、予算編成に共通する

事業単位として「管理事業」という単位を新たに設定し、事業ごとの財務諸表を有効に活用し

ていく取組を進めています。

2021 年度は、299 の管理事業別財務諸表を作成しました。

課室長

局長

担当職員
（現場）

知事

財務諸表
（一般会計局別）

財務諸表を
活用した

「検証・評価」

財務諸表

（管理事業別）

行政評価
（管理事業別）

財務諸表を活用した行政評価の結果を予算編成にフィードバック

行政サービスの提供

（決算情報）（業績測定）（予算編成）

行政評価
の結果を
反映した

「事業見直し」
「目標設定」
「予算編成」

トップ
マネジメント

県民・議会

財務諸表
（各会計合算）財務諸表

（会計別）

事
業
遂
行
の
責
任
と
権
限
の
所
在
を
明
確
化
し

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力
を
強
化

行政活動
計画書

（管理事業別）

「管理事業」という共通の単位で作成

責任と権限

の所在

組織
マネジメント

副知事

管理事業別財務諸表の作成状況（事業類型の内訳）

管理事業別財務諸表の活用イメージ

類型名 類型の説明 管理事業数

組織管理型 　総務、人事、広報、企画、予算、経理等の内部管理事務に係る管理事業です。 62事業

給付型

　医療費の給付、各種手当、介護（高齢者・障害者）給付等を主たる目的とする管
理事業です。
　なお、県税の再分配（都道府県間の清算や市町村への交付等）に関する管理事業
や私学助成に係る管理事業などもこの類型としています。

25事業

施設運営型 　公の施設（インフラ資産に区分するものを除く）の運営に係る管理事業です。 39事業

インフラ型

　インフラ資産（空港、道路、河川、砂防、港湾、漁港、下水道、区画整理、災害
復旧）の整備・維持に関する管理事業です。
　なお、インフラ資産の所有の有無にかかわらず、土地改良、農地防災、各用水、
林道、造林、治山等の整備・維持に関する管理事業もこの類型としています。

24事業

融資型 　貸付金を有し、専ら融資（預託を含む）を行う管理事業です。 7事業

行政サービスその他型 　他の類型に属さない管理事業です。 142事業

計 299事業

【参考資料】

*2018 年度末の流域下水道事業特別会計廃止による減（△資産 3,732 億円、△負債 1,258 億円）

（2019 年度から公営企業会計へ移行）

*2018 年度に国民健康保険事業特別会計新設による増（収益 5,741 億円、費用 5,574 億円（うち補助金 5,537 億円））
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2009 年度 「愛知県第五次行革大綱」の個別取組事項として「複式簿記・

発生主義会計を導入し財務諸表の活用を図ること」を明記

2010 年度

～2012 年度

新公会計制度の導入準備

・固定資産台帳の整備（2010 年度～2012 年度）

・会計基準の策定（2011 年度～2012 年度）

・関連システムの開発、改修（同上）

2013 年度 新公会計制度の運用開始

開始貸借対照表の作成

2014 年度 2013 年度決算財務諸表を作成

（以降、毎年度作成）

2018 年度 総務省の統一的な基準による 2017 年度決算財務書類を作成

（以降、毎年度作成）

愛知県における新公会計制度導入の経緯
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電話 （052）954-6643（ダイヤルイン）
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